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Ⅰ　はじめに
　グローバル化や情報化等，急速かつ大きく変化し続け
ている社会情勢を受け，小学校では令和２年度から，中
学校は令和３年度から新学習指導要領が全面実施とな
る。これからは，「社会に開かれた教育課程」の理念の
もと，子どもたちに求められる資質・能力を育んでいく
ために，各学校において「カリキュラム・マネジメント」
の実現や，「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け
た授業改善等が求められる。加えて，新しい時代を見据
え，学校の教育力の向上を目指し，持続可能な学校運営
体制を築き上げることは我々教職員にとって重要課題で
ある。しかしながら，学校は様々な年代や特性の教職員
で構成されており，教員一人一人の自己啓発及び職能開
発の意識には個人差がある。
　2015 年 12 月に中央教育審議会「これからの学校教育
を担う教員の資質能力の向上について（答申）」が示さ
れた。本答申では，これからの時代の教員に求められる
資質・能力として，これまで不易とされてきたものに加
え，「自律的に学ぶ姿勢」や「時代の変化や自らのキャ
リアステージに応じて求められる資質能力を生涯にわ

たって高めていくことのできる力」等が挙げられている。
また，同日に出された中央教育審議会「チームとしての
学校の在り方と今後の改善方針について（答申）」では，
子どもたちに必要な資質・能力を育むため，校長のリー
ダーシップの下，学校のマネジメントを強化し，組織と
して教育活動に取り組む体制を創り上げることの重要性
が示されている。教職員が “チーム” として教育活動に
取り組むためには，教職員集団の資質・能力の向上に取
り組まなければならない。「OECD国際教員指導環境調
査（TALIS）2018 報告書」の中の「過去 12 ヶ月の間に
受けた職能開発への参加」の回答結果（表１）を見ても
分かるように，職能開発の形態は「専門的な文書や書物
を読む」「他校の見学」に次いで校内研修の占める割合
が高く，教職員の資質・能力の向上の一翼を担う校内研
修の充実が重要となる。

教職員一人一人の学校参画意識を高めるマネジメント
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Ⅱ　研究の動機・目的
　学校教育を担う教職員一人一人にとって，自らの指導
法等においてマンネリズムや惰性に陥ることなく，自ら
の教育的指導力を向上させていくことや地域の実情を把
握しながら教育指導を一層充実させていくことは使命で
あり，責任でもある。早稲田大学の河村教授は，建設的
な教員集団とは，「自主・
向上性と同僚・協働性が
ともに高くなっている状
態」と説明している（図
１）。すなわち，教職員
がお互いに協働し，自主
的に職能開発に向かうと
ともに，一人一人の学校
参画意識が高まっている
状態とも言える。
　そこで本研究では，Ａ市の教職員を対象とし，

　①教職員意識調査アンケート
　②校内研修等に関するアンケート

の２つの調査を実施した。また，先進的な取組をしてい
る他地域の学校訪問等を参考として，教員一人一人の教
育活動に対する個人差をなくし，学校参画意識を高め，
ひいては学校の教育力の向上に資する校内研修のマネジ
メントのあり方を検討する。

Ⅲ　調査活動の実際，結果及び考察
　⑴　教職員意識調査アンケート
　 　Ａ市は，小学校 17 校，中学校６校の学校を管轄し
ている。本研究では中学校３校（大規模校・中規模校・
小規模校）及び小学校２校（大規模校・中規模校）の
計５校の 109 名の教職員に対して協力を依頼し，表２
の内容の意識調査アンケートを実施した。なお，アン
ケートの調査項目は，「OECD国際教員指導環境調査
（TALIS）2018」を参考に作成した。

　　①�問２「年齢」等と問４「職能開発の意識」の調査
結果から

　　 　問４「職能開発の意識」では，肯定的な回答の最
大値を４として平均値を算出してみたところ，全体
では①②の担当分野に関わるものが高く，⑩「多文
化・言語環境」，⑦「学校管理運営」が低くなって
いた。年齢層別で格差が大きい項目は⑤「ICT」，
⑨「特別支援」が 0.58，⑬「保護者」0.48，⑥「生
徒指導」0.42，⑭「道徳・キャリア教育」0.41 であっ
た。⑤「ICT」は，若い年齢層（実践的指導力向上期）

の意識に高い傾向が見られた。また，③「カリキュ
ラム」及び⑬「保護者」においては，ベテラン層（教
職経験活用・発展期）の意識に高い傾向が見られた。
一方，どの年齢層においても⑩「多文化・言語環境」
に対する職能意識は低かった（表３）。これはＡ市
の小・中学校において，今現在，外国人の児童生徒
への対応に必要感がないためと推測される。

　　 　①から⑭の平均値で見ると，「56 歳〜」層が最も
高く，14 項目の中の 10 項目で最も高くなっていた。
特に⑨「特別支援」，⑬「保護者」が高い。60 歳の
定年を控えているにもかかわらず，他の年齢層より
も多くの項目に対して，より強く職能開発の必要を
感じていることに驚かされる。逆に，「〜 55 歳」層
が最も低く，6項目で最低となっていた。50 歳代後
半は，教員の大量採用期の初期の教員であり，先輩
教員の層が薄い中で成長してきたのに対し，50 歳
代前半は，層の厚い層の後輩として成長してきた。
そのような状況が違いを生みだしていることが予想
されるが，50 歳代前半がこれから学校経営の中心
となる中で，学校経営上の課題となるところである。

　　 　同様に，「性別」で見ると，全体の平均値では男
性 2.91，女性 2.68 となっていて，一定の格差が生
じている。男性は①「担当分野」3.2，②「指導法」3.14，
⑥「生徒指導」3.07 が高く，女性は⑨「特別支援」2.94，
②「担当分野」2.92，⑬「保護者」2.91 が高い。また，
男女差が大きい項目は，⑦「学校管理」，⑤「ICT」，
⑫「評価分析」で，それぞれ 0.56，0.36，0.31 の差

図１　建設的な教員組織の図

表２　「教職員意識調査アンケート」の調査項目
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があり，いずれも男性の方が高かった。
　　 　「校務分掌」では，全体の平均値で見ると，「主任」
（学年主任等）が 3.02 で最も高く，「担任」2.81，「教
務部」（教務主任・研究主任・生徒指導主事）2.75
となっている。「事・養」は事務職員と養護教諭，「そ
の他」は教育専門監等である。「主任」では，⑥「生
徒指導」3.4，⑨「特別支援」。⑬「保護者」3.3 が
高く，「担任」では，①「担当分野」3.06，②「指
導法」3.03，⑧「個への対応」3.00，「教務部」では，
⑧「個への対応」2.93，①「担当分野」，④「評価
方法」，⑥「生徒指導」2.86 が高くなっていた。

　　 　これらの結果から，性別，年齢，校務分掌等の違
いによって，各項目における教職員の職能開発の必
要性の意識には差あることが分かる。故に，校内研
修等においては，全員のベクトルを同じ方向に向か
わせるための工夫が必要であり，グルーピングする
際には男女混合にしたり，様々な年齢や校務分掌の
教職員を意図的に一緒にしたりする等の工夫が必要
となる。

　　②�問４と問５「校内研修が効果的に機能しているか」
の調査結果から

　　 　問４①「担当分野」に対する意識が「高い」「ど
ちらかといえば高い」と回答した78.9％の教職員は，
問５「校内研修が効果的に機能しているか」に対し
て「機能している（23.3％）」「どちらかといえば機
能している（66.3％）」と非常に高く肯定しており，
教職員の職能開発のニーズにあった校内研修が実施
されていることが分かる（図２−１）。

　　 　同様に，問４の他項目の職能開発の意識と校内研
修の効果について集計してみても，図２−１と同様
の結果となった。しかし，問４⑤「ICT」に対する
意識が「高い」「どちらかといえば高い」と回答し
た 63.0％の教職員は，校内研修について「機能して

いない（3.0％）」「どちらかといえば機能していない
（48.5％）」と否定的な回答が半数を占めており，必
ずしも校内研修が教職員の職能開発のニーズに合っ
ているとは限らない場合も見られる（図２−２）。

　　 　この結果から，教職員のニーズと校内研修の内容
等が多くの分野でマッチングしており，良好な状況
であることが分かるが，「ICT」に関する項目のよ
うに，充実した校内研修が実施されていない分野も
ある。故に，職能開発の意識を失わせることのない
ように，教職員の職能開発の意識を把握し，ニーズ
に合った校内研修を行っていく必要がある。

　　③�問６「校内研修が自己啓発の意識の向上に生かさ
れているか」と問４の調査結果から

　　 　問６の設問に対しては，「生かされている
（35.8％）」「どちらかといえば生かされている
（61.5％）」と 97.3％の教職員が肯定的に回答してお
り，自分自身の資質・能力の向上に校内研修は欠か
せないと捉えていることが伺える。そこで，「どち
らかといえば生かされている」「生かされている」

表３　年齢・性・分掌別と職能開発の意識の関係性

56 53 14 20 65 7 3

～30歳 ～45歳 ～50歳 ～55歳 男性56歳～
3.06 3.06 3.033.22 3.132.91 3.20
3.02 3.06 3.00 3.07 2.83 3.13 3.14
2.66 2.69 2.722.61 2.832.55 2.80
2.87 2.75 2.89 2.86 2.87 2.96 2.95
2.80 3.19 2.722.94 2.612.86 2.98
2.96 2.75 3.143.00 3.172.78 3.07
2.44 2.25 2.482.44 2.612.35 2.71
2.95 3.00 2.972.83 3.042.87 3.02
2.95 3.00 2.72 2.86 2.83 3.30 2.95
2.30 2.50 2.242.22 2.392.17 2.34
2.76 2.75 2.902.56 2.872.65 2.89
2.74 2.69 2.83 2.79 2.74 2.65 2.89
2.97 2.94 2.903.06 3.222.74 3.02
2.72 2.69 2.722.72 3.002.59 2.82

平均 2.80 2.81 2.812.79 2.70 2.92 2.91
109人数 16 18 2329 23

2.62 2.71 3.10 2.72 1.71 2.75
2.68 2.75 3.02 2.81 2.27 2.73

年代別
全体

性別 分掌別
女性 教務部 主任 担任 事・養 その他
2.92 2.86 3.25 3.06 3.00 3.00
2.89 2.79 3.15 3.03 2.86 3.25
2.51 2.57 2.90 2.67 2.00 2.75
2.79 2.86 3.20 2.89 1.86 2.75
2.62 2.71 2.65 2.91 2.43 3.00
2.85 2.86 3.40 2.95 2.29 2.50
2.15 2.79 2.55 2.30 2.71 2.50
2.87 2.93 3.15 3.00 2.00 2.75
2.94 2.79 3.30 2.94 2.43 2.75
2.25 2.29 2.25 2.33 2.14 2.25
2.62 2.79 3.10 2.73 1.86 3.00
2.58 2.79 2.95 2.78 1.86 2.50
2.91 2.71 3.30 2.98 2.57 2.50

①担当分野に関する知識
②担当分野の指導法に関する知識
③カリキュラムに関する知識
④生徒の評価方法
⑤ICT技能
⑥生徒指導と学級経営
⑦学校の管理運営
⑧個に応じた学習･支援の手法
⑨特別支援に関わる指導・支援
⑩多文化・言語環境での指導等
⑪教科横断的なスキルの指導
⑫生徒の評価の分析と利用
⑬教員と保護者間の協力
⑭道徳・キャリア教育の指導力等

図２−１　�問４①の意識が「高い」「どちらかといえ
ば高い」と回答した教職員を対象とした
問５の回答

図２−２　�問４⑤の意識が「高い」「どちらかといえ
ば高い」と回答した教職員を対象とした
問５の回答
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と回答した教職員について問４⑭「道徳・キャリア
教育等」の回答を比較してみた（図２−３）。

　　 　このような結果は，問４⑥「生徒指導と学級経営」
等でも同じように見られ，校内研修による自己啓発
の意識の向上の効果をより強く感じている教職員の
方が，個別の項目に対する職能開発の意識も高いこ
とが分かる。このことから，校内研修，自己啓発の
意識及び個別の項目に対する職能開発の意識の向上
には強い関係性があり，教職員一人一人が自身の資
質・能力の向上に役立っているという実感を伴った
校内研修が必要であると言える。

　　④�問７「あなたの学校で実施されている校内研修は，
学校参画意識の向上に生かされているか」と問８
の調査結果から

　　 　問７の設問に対しては，「生かされている
（30.3％）」「どちらかといえば生かされている
（65.1％）」と 95.4％の教職員が肯定的に捉えている
ことが分かった。「生かされている」「どちらかとい
えば生かされている」と回答した教職員それぞれに
ついて，問８「教職員同士，お互いに助け合う協力
的な学校文化があるか」の回答を比較してみた（図
２−４）。

　　 　この結果から，校内研修をより強く肯定的に捉え
ている教職員の方が，教職員の協働性及び教職員の
良好な関係について好意的に捉えていることが分か
る。このことから，校内研修と学校参画意識には強

い関係性があり，効果的に校内研修を行うためには
同僚性も強く関わっており，良好な職場関係及び職
場環境を整えていくという側面も重要であると言え
る。

　⑵　校内研修等における調査アンケート
　 　構内研修のマネジメントを調査するため，Ａ市の
23 校の研究主任（小学校 17 校，中学校６校）を対象
とし，表４−１で示した９つの視点に沿ってアンケー
トを実施した。また，各校における状況・取組につい
ても記載してもらう自由記述欄も設けた。なお，調査
内容については，岡山県総合教育センターで作成して
いる「校内研修ガイドブックⅡ」を参考とした。
　 　肯定的な回答の最大値を４ポイントとして，視点１
〜８及び項目毎の平均値を算出したものが表４−２で
ある。平均値 3.60 以上（小学校 11 項目，中学校６項
目）を赤色網掛けに，平均値 2.6 以下を黄色網掛けと
して表している。

図２−３　�問６で「どちらかといえば生かされてい
る」「生かされている」と回答した教職員
を対象とした問４⑭の回答の比較

図２−４　�問７で「どちらかといえば生かされてい
る」「生かされている」と回答した教職員
を対象とした問８の回答の比較

表４−１　「校内研修等における調査アンケート」の調査項目
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　 　視点１〜８の値の平均では小学校 3.35，中学校 3.20
と，小学校の方が校内研修の状況についてより肯定的
であることがわかる。中学校の方が値の高い視点は視
点６「意欲喚起」で差は 0.13 であり，それ以外は小
学校の方が高く，特に視点４「計画策定」0.32，視点
１「時間確保」0.3，視点８「検証」0.26 で差が大きかっ
た。また，小学校は視点８「検証」3.68，視点１「時
間確保」3.59，視点３「体制整備」3.56 が高いのに対
し，中学校は視点３「体制整備」，視点５「手法工夫」，
視点８「検証」3.42 が高く，校種による違いが大き
いようである。ただ，視点６「意欲喚起」は小学校 2.66，
中学校 2.79 と，すべての視点の中で最も低く，共通
の課題を抱えている。
　 　項目で見ると，小学校は視点１Ｃ「授業参観機会」，
視点５Ａ「付箋紙等の使用」，視点８Ｂ「アンケート
活用」が 3.94，視点１Ａ「定期的実施」が 3.88 と高く，
中学校は視点５Ｂ「小集団協議」，視点６Ｄ「教科横
断型参加」，視点８Ｂ「アンケート活用」が 3.83，視
点３Ｃ「研修推進組織」，視点５Ｄ「他校との連携」，
視点７Ｄ「方向共有」，視点８Ｄ「総括の機会」が 3.67
で高くなっている。小学校の方が中学校よりも値が大
きい項目は全 32 のうちの 21 項目であり，その差が
大きい項目は視点４Ｂ「研修計画の見通し」の 0.74，
視点１Ｃ「授業参観機会」の 0.61，視点８Ａ「研修
評価指標」の 0.53 であった。逆に中学校の方が小学
校よりも値が大きい項目は 11 項目であり，その差が
大きい項目は視点５Ｂ「小集団協議」の 0.55，視点
６Ａ「授業参観期間」の 0.53，視点７Ｄ「方向共有」
の 0.49 であった。

　　①視点１〜視点８までの調査結果（概要）
　　 　視点１では，職員会議のもち方を工夫したり，中
学校では部休日の放課後を校内研修の時間に設定し
たりしながら，短時間で充実した校内研修を実施で
きる工夫をしている学校が多く見られた。

　　 　視点２では，中学校区共通の研究主題を設定する
等，児童生徒の９年間の学びを意識した小中連携が
強化されている中学校区が多く見られた。

　　 　視点３では，各種研究会等において授業者任せに
することなく，チームで取り組んでいく体制を整え
ている学校が多く見られた。具体的には，指導案検
討会を教科部だけでなく学年部でも行う等，いつで
も協議し合える体制が整えられていた学校が多く
あった。

　　 　視点４では，校内授業研究会の成果と課題を研修
だより等で共通理解を図ったり，職員室に提示して
いつでも確かめられるような工夫をしたりしている
学校が多く見られた。

　　 　視点５では，小・中連携の一貫として，中学校区
内で授業を参観する機会を確保したり，付箋紙によ
るワークショップやワールドカフェ方式等による協
議会を行ったりと，数多くの工夫が見られた。

　　 　視点６では，一人一授業を行ったり，空き時間に
授業を見合う機会を設定したりしている学校もあっ
たが，項目Ｂの平均値は低い結果となった。加えて，
項目Ｃの平均値が小・中学校ともに低く，演習等を
取り入れた校内研修の充実に課題が見られた。

　　 　視点７では，教職員支援機構の動画を活用したり，
各種研修会に参加した場合は，全職員で確認する場
を設定したりしている学校が多く見られた。また，
OJTを重視しながら教職員の資質・能力の向上に取
り組んでいる学校も見られた。

　　 　視点８では，重点実践事項を自己評価したり，児童
生徒からの学習アンケートを基にしたりしながら校
内研修の検証を実施している学校が数多く見られた。

　　②視点９及び自由記述の調査結果
　　 　小・中学校ともに，校内研修の効果・有効性につ
いて肯定的に捉えていることが分かった。しかし，
より具体的な項目毎に見てみると，表４−３のよう
に小・中学校ともに保護者や地域との関係の向上に
資する校内研修の充実という点で課題が見られた。
小学校と中学校の間では大きな差はないと言える
が，Ａ「学校教育の具現化」とＣ「保護者・地域と

表４−２　視点１〜８における各項目等の平均値

視点 種別 平均
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校
小学校
中学校

研修時間の
確保

研究主題の
設定と追究
組織体制の
整備

研修計画の
策定

手法の工夫
研修意欲の
喚起

資質能力の
向上

校内研修の
検証

項目 小学校 中学校
＞A　学校目標の具現化につながっている
＜B　生徒の学力・生きる力の向上につながっている
＞C　保護者・地域との関係の向上につながっている
≒D　学校の諸課題の改善・解決につながっている
≒E　教職員の教育力の向上につながっている
≒F　教職員の協働性や組織力の向上につながっている
≒G　教職員の自己啓発の意識の向上につながっている
≒

全体平均 ≒
H　教職員の学校参画意識の向上につながっている

表４−３　校内研修の効果・有用性についての回答の平均値
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の関係向上」は小学校の方が高く，Ｂ「学力・生き
る力の向上」は中学校の方が高くなっていた。

　　 　なお，自由記述欄には，「研究主題を拡大印刷し
て職員室に掲示している」「職員室内に研修コーナー
を設け，ちょっとした時間でも話合いをもつことが
できる環境を整えている」等が記載されており，全
教職員で共通理解して共通実践するための環境整備
に力を入れている学校が多く見られた。また，Ａ市
立Ｙ中学校では，図３のように職員室前廊下に全学
年・全教科の月別の単元名と学習内容等を掲示して
おり，生徒も閲覧できるようにすることで，学習の
見通しをもたせたり，学びのつながりを見付けさせ
たり，期待感を高めさせたりしていた。また，研究
主題等について，教職員だけでなく全校児童生徒に
対しても説明している学校もあり，育てたい資質・
能力を教職員だけが意識するのではなく，児童生徒
自身が伸ばしていけるように意識化している学校も
見られた。

　　 　一方で，平均値が低い項目も見られた。視点５Ｃ「授
業を録画したビデオ映像を活用した校内研修」もそ
の一つである。そこで，勤務校の指導主事訪問にお
いて，録画された授業の様子を基に協議会を実施し
てみた。一部の教職員に感想を聞いてみたところ，

　
　　　・ 自分で見ていた生徒以外の生徒の考えや学ぶ

姿を見ることができて良かった
　　　・ 授業の流れを再確認することで，生徒の姿を

イメージしながら話し合えた
　　　・様々な生徒のつぶやきを聞けた
　　　・ 授業者として，自分自身の授業を客観的に振

り返ることにつながった

　　 という声が聞かれ，映像を活用した協議会を肯定的

に捉える教職員が多かった。今回は，研究主題や協
議の視点に沿って，生徒の姿やつぶやき等を意図的
に録画し，それらを編集した動画を活用した。定点
カメラで録画された映像を観るだけでは質の高い協
議会にはならない。録画や編集作業の技術等の課題
があるが，映像を活用した協議会は効果的であった。

　⑶　他地域の小・中学校の取組
　　①Ｂ市立 a小学校の事例
　　 　a小学校は各学年ともに１学級，特別支援学級が

２学級（知的と自閉・情緒）の計８学級の小規模校
である。校舎は新しく，子どもたちがのびのびと活
動できる吹き抜けのスペース等もあり，校内環境が
充実している。また，学校運営協議会も設置されて
おり，「地域とともにある学校」を目指した学校経
営が行われているのも特徴である。

　　 　a小学校では，「全教職員で次年度の研究の方向
性を当該年度中に決定する」という取組が校内研修
の一環として設定されており，表５の流れで次年度
の経営計画が策定されている。なお，冬休み前まで
に校長から次年度の学校経営グランドデザインが示
されることも特徴の一つである。加えて，教職員一
人一人が１年間を通して重点的に取り組んでいくこ
とを設定し，冬季休業中の校内研修の場において自
身の１年間の取組に対して振り返る場が設定されて
いる。様々な学校評価，教員一人一人の成果と課題，
そして校長から示される次年度の学校経営グランド
デザインをもとにして次年度の研究の方向性を決定
するというシステムは，全教職員の職能開発・自己
啓発の意識の向上につながっており，学校参画意識
の高さにもつながっている重要な要因であろう。

　　 　また，a小学校では職員会議のスリム化が図られ
ており，そこから捻出された時間を研修の時間に設
定するようマネジメントされている。また，その研
修内容は年度当初に決定しているものだけではな

図３　Y中学校の職員室前の環境

表５　次年度の研究の方向性が決定するまでの流れ

月 評価等
P 4 第1回学校運営協議会（承認）
D 5
C 7 1学期の児童・保護者・職員アンケートの実施・分析
8 1学期の学校経営反省会

A 9 第2回学校運営協議会（外部評価）
改善策の検討

D 10 第3回学校運営協議会（熟議）

C 12 2学期の児童・保護者・職員アンケートの実施・分析
1 2学期の学校経営反省会

A 2 第4回学校運営協議会（外部評価）
C 3 1年間の取組の成果・結果の分析と
P 次年度の経営計画の策定
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く，実際に先生方がリアルタイムで悩んでいること
や興味のあること等を研究主任がリサーチし，そこ
から教職員一人一人のニーズに合った，かつ，必要
感のある研修内容が決定されている。このことも，
全教職員の職能開発・自己啓発の意識の向上につな
がっている。

　　②Ｃ市立 b中学校の事例
　　 　b中学校は各学年ともに１学級，特別支援学級が

１学級の学校であり，生徒数 65 名の小規模校であ
る。校内には生徒の活躍の写真等の掲示はもちろん
のこと，教職員の顔写真も掲示されており，生徒と
教職員が一体となった学校教育が行われおり，温か
な雰囲気の学校環境が整えられている。

　　 　b中学校では，全教職員が「指導方法の工夫改善」
「学習指導・フォローアップ」のどちらかのグルー
プに所属し，研究推進に取り組んでいる。「指導方
法の工夫改善」のグループは，主に各種指導主事訪
問等における指導案の検討を行い，グループ長は研
究主任が務めている。「学習指導・フォローアップ」
のグループは，主に各教科におけるフォローアップ
シートの作成や全国学力学習状況調査のデータ入力
等を行い，グループ長はミドルリーダー（副研究主
任）が務めている。この組織体制が効果的に機能し
ており，全教職員の学校参画意識の向上につながっ
ている。また，日常的に校長による授業参観が行わ
れており，授業者の工夫された取組が全教職員に紹
介されている等，教職員一人一人に対して，管理職
からのフィードバックがリアルタイムで行われてい
る。このことは，全教職員のモチベーションアップ，
職能開発及び自己啓発の意識の向上につながる重要
な要因であろう。

Ⅳ　マネジメントされた校内研修の在り方
　図４−１で示す通り，校内研修は教師一人一人の職能
開発・自己啓発意識をより一層高めたり，良好な職場関
係等作り上げたりする柱となるもの，かつ，学校参画意
識の向上に資するものであることが，本調査結果により
確認することができた。そこで，２種類のアンケート結
果及び他地域の学校訪問から得られた校内研修等の調査
活動に基づき，教職員一人一人の学校参画意識を高める
ためための校内研修マネジメントの在り方について提案
する。

　⑴　チーム学習を取り入れた校内研修
　 　校内研修は，それぞれの学校の実態や課題を明確に
し，それに基づく学校教育目標を具現化する形で展開

される。そのためには，全教職員で共通理解された研
究主題を設定することが重要である（図４−２）。
　 　また，学校の教育力を向上させるためには，教職員
同士の学び合いを通して教職員間のチーム体制を意図
的に構築し，学校そのものが「学習し続ける組織」へ
と進化していく必要がある。本研究における教職員意

図４−１　校内研修の位置付けのモデル図

図４−２　研究主題と校内研修との関係を示したモデル図

図４−３　チーム学習によるマネジメントのモデル図
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識調査アンケートの結果からも分かるように，教職員
一人一人の職能開発の意識の方向性には違いが見られ
ることから，チーム体制を構築する際は，個々が有す
る多様性等の調整を図ったり，個々の職能開発のニー
ズに対応したりすることが重要となる。そこで，図４
−３で示すように，職能開発の方向性が類似する教職
員によるチーム学習を実施し，その成果を発信するだ
けでなく，研修してきた内容等を基にしながら，演習
等を取り入れた校内研修をチームで企画，運営すると
いう校内研修を提案する。
　 　全教職員に対する校内研修をチームで企画・運営す
るという取組は，教職員の専門的力量，学校の教育力
の向上につながる。また，教職員の活躍の場が保障さ
れることで自己有用感の高まりが期待でき，学校経営
に参画しているという自覚も高まり，より一層の学校
参画意識の向上につながると考える。

　⑵�　新たな実践の省察までをワンサイクルとした校内
研修

　 　これからの学校は，学校教育目標を具現化するため，
教育課程の編成，実施，評価，改善という PDCAサ
イクルが重要となる。これは校内研修も同様であり，
研修等において得た知見等を基にして，教職員一人一
人が自らの実践を深く省察し，今後の取組に確実に生
かしていこうとする組織体制が必要である。
　 　Ａ市立Ｘ中学校で
は，図５−１のように
縦軸を「集団として」
「個人として」，横軸を
「今後取り組みたいこ
と」「現在取りんでい
ること」とした模造紙
を準備し，図５−２の
ように，研修会終了後
に職員一人一人が付箋
紙を貼り，それを職員
室等に掲示し，校内研
修で深められた知見を
授業改善等に生かして
いく取組が行われてい
た。
　 　このように，校内研
修を一過性のもので終
わらせず，校内研修で得た新たな学びを基に，これま
での自身の取組等を省察することで課題を明確にし，
今後の実践への展望を抱き，新たな実践へとつなげる
ことが重要である（図６−１）。

　 　加えて，教職員一人一人の資質・能力及び学校参画
意識の向上を目指すには，このサイクルを連続して機
能させる必要がある。そこで，教職員一人一人が新た
な実践を振り返り，お互いに省察・評価していくため
の「RoPミーティング（RoP:Reflect on Practiceの略）
の場の設定を提案する（図６−２）。
　 　RoPミーティングの時間を捻出するためには，管理
職，教務主任及び研究主任の連携したタイム・マネジ
メントが重要になる。この「RoPミーティングまでが
校内研修会である」という共通認識の下，授業研究会，
外部研修に参加した際の報告会，チーム学習による研
修会等を実施することで，教職員一人一人の資質・能
力の向上，学校参画意識の向上につながり，ひいては
学校の教育力の向上につながると考える。

Ⅴ　まとめ
　本研究は「開かれた教育課程の実現」「地域・家庭の
教育力の向上」「Society5.0 の到来」等，数多くの教育
課題を解決していく上で重要なファクターとなるであろ
う「教職員の個人差を無くすためには，どうしたらよい
だろうか」という問いからスタートしている。
　本研究で行った様々な調査活動によって，学校の教育

図６-１　新たな実践を生み出す校内研修のモデル図

図６−２　RoPミーティングまでを校内研修に位置づけたモ
デル図

図５−２　�模造紙に付箋紙を
貼る教職員

図５−１　マトリクスの図
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力を向上させるためには，教職員一人一人の学校参画意
識の向上が肝要であり，研修と教職員の職能開発・自己
啓発の意識が歯車のようにしっかりと噛み合った効果的
なマネジメントが必要であることが確かなものとなっ
た。
　本研究では，学校参画意識をより向上させるために，
２つのマネジメントされた校内研修の在り方について提
案している。実際の小・中学校には，児童・生徒数が
50 人を下回る小規模校や，児童数が減ってきているた
めに複式学級という体制を取らざるを得ない学校も数多
く存在しており，「チーム学習を取り入れた校内研修」
や「新たな実践の省察までをワンサイクルとした校内研
修」の体制を整えることが難しいことも考えられるため，
本提案は全ての小・中学校で実践できるものではないか
もしれない。しかし，質の高い学校教育を提供していく
ためにも，時代の変化や自らのキャリアステージに応じ
て求められる資質・能力を生涯にわたって高めていく力
を身に付けることや，学校のマネジメントを強化し，組
織として教育活動に取り組む体制を創り上げることは，
教職員一人一人がしっかりと意識して実践していかなけ
ればならず，本提案の根幹となっている “チーム学校”
としての取組なくして充実した校内研修は成り立たない
であろう。
　本研究における調査において，校内研修の充実と良好
な職場環境にも関係性があるという結果も出ている。風
通しの良い職場環境下において，様々な教育活動を実践

し，振り返り，省察し，評価していくという一連の取組
を校内研修に位置付けることこそが，持続可能な学校指
導・運営体制の構築につながるものと考える。
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